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第
三
者
機
関
の
役
割

　

発
注
者
（
事
業
官
庁
、地
方
公
共
団
体
）

が
、
公
共
事
業
に
お
い
て
P
P
P
／

P
F
I
手
法
を
採
用
す
る
場
合
（
同
手
法

を
採
用
す
る
こ
と
で
「
P
P
P
／

P
F
I
事
業
」
と
な
る
）
に
は
、
こ
れ
ま

で
実
施
さ
れ
て
き
た
従
来
型
の
公
共
事
業

と
比
較
し
て
、
会
計
、
法
律
な
ど
の
広
範

な
専
門
的
知
識
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、

事
業
内
容
に
つ
い
て
も
、
画
一
的
な
内
容

（
仕
様
）
で
は
な
く
、
民
間
事
業
者
か
ら

見
た
リ
ス
ク
な
ど
の
事
業
特
性
に
応
じ
た

条
件
設
定
が
必
要
と
な
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。

そ
の
た
め
、
発
注
に
当
た
っ
て
は
、
こ
れ

ま
で
と
同
様
の
体
制
で
P
P
P
／

P
F
I
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
が
難
し
く
、

組
織
の
体
制
拡
充
、
あ
る
い
は
外
部
の
専

門
家
を
活
用
す
る
場
合
が
多
い
。

　

ま
た
、
公
共
事
業
の
実
施
に
当
た
り
、

最
適
な
事
業
手
法
（
従
来
型
の
公
共
事
業
、

P
P
P
／
P
F
I
手
法
）
を
選
定
す
る

際
に
は
、「
導
入
可
能
性
調
査
」
と
呼
ば

れ
る
手
続
き
を
踏
む
こ
と
と
な
る
。
こ
こ

で
も
、
よ
り
専
門
的
な
知
識
が
求
め
ら
れ

る
。
導
入
可
能
性
調
査
に
お
い
て
は
、
事

業
範
囲
や
事
業
条
件
の
整
理
、
P
P
P

／
P
F
I
手
法
を
採
用
す
る
場
合
に
担

い
手
と
な
り
得
る
民
間
事
業
者
の
意
向
把

握
に
加
え
、
リ
ス
ク
分
担
に
つ
い
て
の
検

討
、
事
業
手
法
ご
と
の
公
共
の
負
担
額
の

比
較
（
V
F
M
算
定
）
も
求
め
ら
れ
る
。

　

諸
外
国
で
は
、
P
P
P
／
P
F
I
事

業
の
実
施
に
当
た
り
、
専
門
的
な
知
見
か

ら
発
注
者
を
支
援
す
る
機
関
と
し
て
、
第

三
者
機
関
の
設
置
が
進
め
ら
れ
て
い
る
ケ

ー
ス
も
あ
る
。
な
お
、
当
該
第
三
者
機
関

で
は
、
発
注
者
の
職
員
へ
の
研
修
な
ど
の

　
わ
が
国
で
は
、
官
民
連
携
事
業
（
P
P
P
）
や
民
間
資
金
を
活
用
す
る
社
会
資
本
整
備
（
P
F
I
）
の
推
進
に
向
け
た

制
度
全
体
の
企
画
立
案
な
ど
が
政
府
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
る
一
方
、
事
業
手
法
選
定
に
係
る
統
一
的
な
基
準
の
策
定
や
、

調
達
・
事
業
管
理
に
当
た
っ
て
の
発
注
者
へ
の
支
援
は
、
必
ず
し
も
十
分
と
は
言
え
な
い
。
諸
外
国
で
は
発
注
者
で
も
受

注
者
で
も
な
い
第
三
者
的
な
立
場
で
P
P
P
／
P
F
I
に
関
与
す
る
組
織・機
関
（
第
三
者
機
関
）
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、

統
一
的
な
基
準
の
設
定
や
発
注
者
へ
の
支
援
を
行
う
ケ
ー
ス
が
あ
る
。

　
本
稿
で
は
、
発
注
者
で
も
受
注
者
で
も
な
い
第
三
者
機
関
に
焦
点
を
当
て
、
英
国
の
「Infrastructure and 

Projects Authority

」（
I
P
A
）
お
よ
び
「Local Partnerships

」（
L
P
）、
韓
国
の
公
共
投
資
管
理
セ
ン
タ
ー

（
P
I
M
A
C
）
や
ソ
ウ
ル
市
版
の
P
I
M
A
C
に
該
当
す
る
S-

P
I
M
s
の
役
割
を
紹
介
す
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
第
三

者
機
関
の
設
置
に
よ
り
実
現
さ
れ
る
効
果
、
設
置
に
関
す
る
留
意
点
を
導
出
し
、
わ
が
国
に
お
け
る
第
三
者
機
関
の
在
り

方
に
つ
い
て
提
言
を
試
み
る
こ
と
と
す
る
。

P
P
P
推
進
へ
の
第
三
者
機
関
の
在
り
方

英
韓
の
教
訓
と
示
唆

三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

官
民
協
働
室 

研
究
員

森
下
美
苗

　三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

官
民
協
働
室
室
長 

主
任
研
究
員

川
﨑
昌
和

　三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

官
民
協
働
室 

兼
日
本
2
0
2
0
戦
略
室 

主
任
研
究
員

本
橋
直
樹

　三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

経
済
政
策
部 

兼
官
民
協
働
室 

研
究
員

馬
場
康
郎

解 説
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理
解
促
進
、
P
P
P
／
P
F
I
事
業
の

実
施
に
当
た
っ
て
の
統
一
的
な
基
準
の
制

定
、
事
業
の
推
進
に
係
る
企
画
立
案
な
ど

の
役
割
も
担
っ
て
い
る
こ
と
が
通
例
で
あ

る
。

　

P
P
P
／
P
F
I
事
業
の
実
施
に
当

た
っ
て
は
、
先
述
の
通
り
、
事
業
特
性
に

応
じ
た
細
か
な
条
件
設
定
が
必
要
で
あ
る

が
、
そ
の
際
に
は
先
行
事
例
を
参
考
と
し

な
が
ら
適
切
な
条
件
を
検
討
す
る
こ
と
も

重
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
先
行
事
例
か

ら
得
ら
れ
た
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
共

有
を
行
う
こ
と
も
重
要
な
も
の
と
な
っ
て

お
り
、
先
行
事
例
に
係
る
情
報
を
一
元
的

に
収
集
す
る
役
割
も
期
待
さ
れ
る
。
先
行

事
例
の
共
有
に
加
え
、
先
行
事
例
の
経
験

を
生
か
し
た
統
一
的
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
や

ル
ー
ル
設
定
を
行
う
こ
と
も
有
効
で
あ
る
。

例
え
ば
、
導
入
可
能
性
調
査
に
お
け
る

V
F
M
算
定
や
リ
ス
ク
分
担
の
在
り
方
の

検
討
に
当
た
っ
て
は
、
先
行
事
例
に
お
け

る
経
験
を
生
か
す
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　

諸
外
国
で
は
、
特
に
導
入
可
能
性
調
査

に
お
け
る
統
一
的
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
や
ル

ー
ル
設
定
に
お
い
て
は
、
第
三
者
機
関
が

関
与
す
る
ケ
ー
ス
が
通
例
で
あ
る
。
第
三

者
機
関
が
関
与
し
な
け
れ
ば
、
発
注
機
関

が
自
ら
の
事
情
に
合
わ
せ
た「
お
手
盛
り
」

の
基
準
を
、
事
業
ご
と
に
設
定
す
る
こ
と

が
危
惧
さ
れ
る
。
P
F
I
手
法
の
採
用
が

真
に
財
政
負
担
の
軽
減
や
サ
ー
ビ
ス
水
準

の
向
上
に
つ
な
が
る
場
合
に
は
、
当
然

P
F
I
手
法
の
採
用
が
望
ま
し
い
。
し
か

し
、
そ
う
で
な
い
場
合
で
も
、
会
計
上
あ

る
い
は
財
政
上
の
理
由
か
ら
、
発
注
者
に

P
F
I
手
法
を
採
用
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
が
あ
り
、
適
切
で
な
い
事
業
に
お
い
て

も
P
F
I
手
法
が
採
用
さ
れ
る
こ
と
が
懸

念
さ
れ
る
。

　

例
え
ば
、
英
国
に
お
い
て
は
、
公
会
計

上
の
ル
ー
ル
か
ら
、
発
注
者
が
P
F
I
手

法
を
採
用
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
あ
っ

た
こ
と
か
ら
、
会
計
上
の
メ
リ
ッ
ト
だ
け

で
P
F
I
手
法
が
採
用
さ
れ
た
事
業
も
あ

っ
た
の
で
は
な
い
か
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
地
方
公
共

団
体
が
起
債
制
限
や
地
方
債
同
意
基
準
の

制
約
に
よ
り
延
べ
払
い
が
難
し
い
費
用
に

つ
い
て
、
延
べ
払
い
を
行
う
目
的
で

P
F
I
手
法
を
採
用
す
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

こ
の
こ
と
は
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
健

全
化
や
長
期
的
な
視
点
か
ら
の
公
的
負
担

の
軽
減
の
観
点
か
ら
は
、
望
ま
し
い
も
の

と
は
言
え
な
い
。

わ
が
国
の
現
状

　

1
9
9
9
年
に
「
民
間
資
金
等
の
活
用

に
よ
る
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
促
進
に

関
す
る
法
律
」（
P
F
I
法
）
が
制
定
さ

れ
て
い
る
が
、
こ
の
P
F
I
法
の
改
正
や

P
F
I
推
進
の
た
め
の
各
種
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
策
定
、
個
別
事
業
の
相
談
窓
口
と
し
て

機
能
す
る
組
織
と
し
て
、
内
閣
府
に
は
民

間
資
金
等
活
用
事
業
推
進
室
（
P
P
P

／
P
F
I
推
進
室
）
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
P
P
P
／
P
F
I
推
進
に
向
け

政
府
全
体
と
し
て
の
取
り
組
み
方
針
を
定

め
る
「
P
F
I
推
進
会
議
」
の
窓
口
機
能

も
果
た
し
て
い
る
。
他
の
省
庁
に
お
い
て

も
、
自
治
体
か
ら
の
相
談
な
ど
に
随
時
対

応
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
政
府
外
の
第
三
者
機
関
と
し
て

は
、
民
間
資
金
等
活
用
事
業
推
進
機
構

（
P
F
I
推
進
機
構
）
が
2
0
1
3
年
に

政
府
と
民
間
企
業
の
共
同
出
資
に
よ
っ
て

設
立
さ
れ
た
（
15
年
間
の
時
限
的
な
機
関
。

根
拠
法
は
P
F
I
法
）。
P
F
I
推
進
機

構
の
最
大
の
役
割
は
、
独
立
採
算
型
な
ど

の
P
F
I
事
業
の
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
を
拠
出

（
優
先
株
の
取
得
〈
出
資
〉、
劣
後
債
の
取

得
〈
融
資
〉）
す
る
こ
と
で
あ
る
。
わ
が

国
で
こ
れ
ま
で
実
施
さ
れ
て
き
た
P
F
I

事
業
で
は
、
発
注
者
が
公
共
施
設
整
備
費

を
延
べ
払
い
す
る
た
め
に
民
間
資
金
を
活

用
す
る
も
の
で
あ
っ
た
た
め
、
事
業
者
の

リ
ス
ク
が
非
常
に
小
さ
い
も
の
で
あ
っ
た
。

こ
れ
か
ら
は
、
受
注
者
た
る
民
間
事
業
者

が
利
用
者
か
ら
の
利
用
料
な
ど
で
収
益
を

得
る
独
立
採
算
型
の
事
業
が
増
加
す
る
こ

と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。
独
立
採
算
型
の

事
業
で
は
民
間
事
業
者
の
リ
ス
ク
が
大
き

い
も
の
の
、
こ
れ
ま
で
は
こ
の
よ
う
な
リ

ス
ク
の
事
業
が
な
く
、
民
間
の
金
融
機
関

の
み
で
は
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
を
十
分
に
供
給

で
き
な
い
恐
れ
が
あ
っ
た
。

　

ま
た
、
P
F
I
推
進
機
構
は
個
別
の
事

業
に
対
す
る
相
談
を
受
け
る
機
能
も
有
し

て
い
る
。
し
か
し
、
英
国
や
韓
国
の
第
三

者
機
関
が
果
た
し
て
い
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

PPP/PFI事業の特徴 第三者機関に求められる役割

発注･事業管理に当たり官民双方の
知識が求められる

事業に合った事業条件の設定が求め
られる

財政規律の抜け穴として用いられる
可能性がある

･専門家による発注者への支援
･発注者への研修等の理解促進
･ベストプラクティスの共有
･その他PPP/PFIの推進に係る企画
立案

･事業手法選定に当たってのガイドラ
イン等の統一的な基準の制定

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング

〈図表1〉第三者機関に求められる役割
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業
務
に
相
当
す
る
程
度
の
支
援
は
行
っ
て

い
な
い
。
ま
た
、
両
国
の
第
三
者
機
関
に

お
い
て
実
施
さ
れ
て
い
る
研
修
な
ど
の
理

解
促
進
や
、
中
立
的
な
立
場
を
生
か
し
た

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定
な
ど
も
担
っ
て
い
な

い
。
従
っ
て
、
本
来
第
三
者
機
関
に
必
要

と
さ
れ
るPublic
（
公
共
）とPrivate

（
民

間
）
の
連
携
支
援
が
十
分
と
は
言
い
難
い
。

英
国
の
現
状

　

英
国
で
は
、
P
P
P
／
P
F
I
事
業

の
推
進
に
当
た
り
、
P
P
P
／
P
F
I

事
業
の
統
一
的
な
事
業
評
価
や
調
達
機
関

に
対
す
る
支
援
を
行
う
機
能
を
I
P
A
が

担
っ
て
い
る
。
ま
た
、
地
方
公
共
団
体
が

調
達
す
る
事
業
の
支
援
に
つ
い
て
は
L
P

が
担
っ
て
い
る
。

　

I
P
A
は
、
財
務
省
の
傘
下
で
P
P
P

／
P
F
I
事
業
を
含
む
イ
ン
フ
ラ
事
業

の
評
価
や
企
画
立
案
を
実
施
し
て
い
た

「Infrastructure U
K

」
と
、
内
閣
府
傘

下
で
イ
ン
フ
ラ
事
業
以
外
の
大
規
模
事
業

（
シ
ス
テ
ム
関
連
事
業
な
ど
）
の
評
価
や

企
画
立
案
を
実
施
し
て
い
た
「M

ajor 

Projects Authority

」
が
2
0
1
6
年

1
月
に
統
合
し
て
設
置
さ
れ
た
も
の
で
あ

り
、
財
務
省
と
内
閣
府
の
共
管
と
な
っ
て

い
る
。

　

I
P
A
で
は
、
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・
運

日本

正式名称
（通称）

韓国 英国

民間資金等活用事業推
進機構（PFI推進機構）

公共投資管理センター
（PIMAC）

【地方部における第三者
機関】

Infrastructure and 
Projects Authority

【地方部における第三者
機関】

ソウル公共投資管理セン
ター（S-PIMs）

Local Partnerships

沿革 2013年10月に設置
50年間の時限的機関

1999年に設置 2012年5月に設置 2016年1月に設置
（Infrastructure  UKと
Major Projects 
Authorityの統合）

2009年に設置

支援対象 全国の主に独立採算等
事業

全国の事業 ソウル市の事業 中央政府が実施する事
業
地方政府が実施する事
業（ただし、詳細な支援
はLocal Partnerships)

地方政府が実施する事
業

セミナー等の開催による
教育機能
PFIの案件創出のために、
検討前の案件について
も相談に乗る場合もあり

PFI案件に対す
るその他の機能

セミナー等の開催による
教育機能

市民のためのセミナー
等の実施

中央省庁の担当者に対
する教育機能

地方政府の担当者に対
する教育機能

16名。（出向者が多く、
日本政策投資銀行から
の出向者多数。
事業支援部、投資1部、2
部、経営管理部、財務管
理部の5セクター）

人員体制 官民連携分野は30名程
度。
官民連携部門について
は、VFM、契約書確認、
リファイナンスの3セク
ター

19名程度。
統括チーム、部門ごとの
三つの調査チームの4セ
クター
ソウル市、政府から独立
して運営

150名程度

不明専門家への
再委託の有無

有（法務など） 有（委嘱研究員あり） 有（法務など） 有（法務など）

政府＋民間企業の共同
出資により設立

組織運営費用 政府から3分の1程度の
出資あり

独立して運営 政府（財務省と内閣府
の共管）

政府（財務省と自治体
協議会の共管）

特記事項 PFI案件以外の公共の
直接実施する事業につ
いてもB/C分析を行って
いる。

PFI案件以外の公共の
直接実施する事業につ
いてもB/C分析を行って
いる。

主な機能 出融資により独立採算
事業の拡大を図る
個別案件のアドバイザ
リー機能

一定規模以上（独立採
算は約200億円以上、
サービス購入型は100
億円以上）の妥当性調査
ガイドライン･標準協約
策定
個別案件のアドバイザ
リー機能

一定規模以上のソウル
市事業について妥当性
調査
民間事業者の行う可能
性調査に対する検証
ガイドライン策定
市内個別案件のアドバ
イザリー機能

インフラ計画に関する政
府横断的な計画の企画
立案
PPP/PFI事業に関する
妥当性調査
個別案件のアドバイザ
リー機能

地方政府が実施するイ
ンフラ事業について、計
画、調達、事業実施の各
段階について助言
個別案件のアドバイザ
リー機能

所属 外郭団体 外郭団体 外郭団体 中央政府
（財務省･内閣府）

外郭団体

（出所）未来投資会議構造改革徹底推進会合（2017年11月9日）内閣府民間資金等活用事業推進室 資料1を基に三菱UFJリサーチ&コン
サルティング作成

〈図表2〉第三者機関の比較
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営
事
業
の
評
価
（
V
F
M
、
資
金
調
達
、

技
術
面
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
な
ど
）
や
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
の
制
定
を
行
っ
て
い
る
（
た
だ

し
、
I
P
A
発
足
後
は
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

改
定
は
行
っ
て
い
な
い
）。
ま
た
、
中
央

政
府
が
調
達
す
る
P
P
P
／
P
F
I
事

業
に
つ
い
て
、
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
業
務
、

契
約
手
続
き
支
援
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

　

L
P
は
、
財
務
省
と
地
方
政
府
協
会

（Local G
overnm

ent Association
）

が
共
同
で
設
立
し
た
も
の
で
あ
り
、
地
方

公
共
団
体
が
実
施
す
る
P
P
P
／

P
F
I
事
業
に
対
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー

業
務
、
契
約
手
続
き
支
援
な
ど
を
行
っ
て

い
る
。
た
だ
し
、
近
年
は
新
規
に
実
施
さ

れ
る
P
P
P
／
P
F
I
事
業
の
件
数
が

激
減
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
業
務
の
主
眼

は
契
約
期
間
中
の
P
P
P
／
P
F
I
事

業
の
管
理
に
移
っ
て
き
て
い
る
。
例
え
ば
、

契
約
相
手
方
で
あ
る
民
間
事
業
者
に
対
す

る
請
求
権
の
適
切
な
行
使
に
つ
い

て
の
支
援
を
行
っ
て
い
る
。

韓
国
の
現
状

　

韓
国
で
は
、
日
本
の
P
P
P

／
P
F
I
推
進
室
に
相
当
す
る

中
央
政
府
の
組
織
と
し
て
、
企
画

財
政
部
民
間
投
資
事
業
担
当
課
が

あ
る
。
こ
れ
は
、
日
本
の
財
務
省

の
一
つ
の
課
に
相
当
す
る
組
織
で

あ
り
、
P
F
I
以
外
の
公
共
事
業

の
在
り
方
に
関
す
る
方
針
も
定
め

て
い
る
。
P
P
P
／
P
F
I
事

業
に
関
す
る
政
策
関
連
で
企
画
財

政
部
が
担
当
し
て
い
る
部
分
は
、

P
F
I
法
に
類
似
す
る
法
令
の
改

正
と
政
府
全
体
の
方
針
策
定
で
あ

る
。
他
方
で
各
種
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
策
定
や
個
別
の
案
件
に
対
す
る

相
談
窓
口
機
能
に
つ
い
て
、
企
画
財
政
部

は
担
当
し
て
い
な
い
。

　

中
央
政
府
以
外
の
第
三
者
機
関
と
し
て
、

政
府
が
1
0
0
％
出
資
す
る
「
韓
国
開
発

研
究
院
」（
K
D
I
）
内
に
P
I
M
A
C

と
い
う
第
三
者
機
関
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。

本
機
関
は
、
企
画
財
政
部
の
外
郭
団
体
と

い
う
位
置
付
け
で
、
組
織
運
営
の
た
め
の

費
用
は
企
画
財
政
部
が
賄
っ
て
い
る
。
ま

た
、
人
員
に
つ
い
て
も
国
家
公
務
員
の
登

用
が
半
分
あ
る
こ
と
か
ら
、
完
全
に
独
立

し
た
第
三
者
機
関
と
は
言
え
な
い
。
他
方

で
、
こ
の
P
I
M
A
C
の
主
な
役
割
で
あ

る
各
種
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
に
つ
い
て

は
、
評
価
す
べ
き
点
が
あ
る
。
具
体
的
に

は
、
P
I
M
A
C
の
策
定
す
る
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
や
標
準
契
約
の
ひ
な
型
に
つ
い
て
は
、

地
方
公
共
団
体
や
事
業
官
庁
に
お
け
る
個

別
案
件
の
検
討
に
お
い
て
も
非
常
に
強
い

拘
束
力
を
持
っ
て
お
り
、
政
府
が
P
F
I

手
法
の
採
用
の
妥
当
性
を
判
断
す
る
際
に

も
P
I
M
A
C
策
定
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に

従
っ
て
い
る
か
否
か
が
大
き
な
判
断
基
準

と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、
P
F
I
事

業
の
受
注
者
た
る
民
間
事
業
者
が
設
立
す

る
特
別
目
的
会
社
（
S
P
C
）
の
資
本
金

比
率
や
期
待
利
回
り
な
ど
の
詳
細
な
基
準

も
定
め
ら
れ
て
お
り
、
P
F
I
事
業
を
実

施
し
た
経
験
の
な
い
発
注
者
も
、
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
に
沿
う
よ
う
処
理
を
進
め
れ
ば

P
F
I
事
業
を
ス
ム
ー
ズ
に
進
め
る
こ
と

が
で
き
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。

　

当
該
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
詳
細
な
項
目
を

定
め
て
い
る
こ
と
か
ら
事
業
特
性
に
合
わ

せ
た
条
件
設
定
が
困
難
な
も
の
と
な
っ
て

お
り
、
民
間
事
業
者
か
ら
は
「
契
約
書
は

印
鑑
を
押
す
だ
け
」
と
や
ゆ
さ
れ
る
こ
と

も
あ
る
よ
う
で
あ
る
。
P
I
M
A
C
は
毎

年
度
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定
・
更
新
の
ほ

か
に
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
普
及
の
た
め
の

勉
強
会
開
催
や
個
別
の
事
業
に
対
す
る
相

談
機
能
も
有
し
て
い
る
。
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
解
釈
な
ど
で
疑
義
の
あ
る
点
に
つ
い
て

は
、
文
書
で
の
質
問
・
回
答
も
行
っ
て
い

る
。

　

ま
た
、
韓
国
に
は
中
央
の
第
三
者
機
関

だ
け
で
な
く
、
地
方
部
に
も
エ
リ
ア
単
位

（
日
本
で
い
う
8
地
方
レ
ベ
ル
の
単
位
程

度
）、
あ
る
い
は
大
都
市
に
お
い
て
第
三

者
機
関
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
わ
れ
わ
れ

は
、
ソ
ウ
ル
市
版
の
P
I
M
A
C
と
も
言

え
る
S-

P
I
M
s
へ
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行

っ
た
。
S-

P
I
M
s
は
ソ
ウ
ル
市
に
お

け
る
P
F
I
事
業
、
お
よ
び
公
共
事
業
に

つ
き
、
そ
の
事
業
の
実
施
の
有
無
、
事
業

手
法
の
選
定
を
行
っ
て
お
り
、
ソ
ウ
ル
市

版
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
も
策
定
し
て
い
る
。

中央政府

内閣府PFI推進室 企画財政部
（財務省相当） 財務省

日本 韓国 英国

関係省庁 関係省庁 関係省庁

PFI推進機構 KDI

PIMAC

ガイドライン策定
事業性評価

個別事業支援（技術面）
研修等の教育機能

個別事業支援（金銭面）

ガイドライン策定
事業性評価

個別事業支援（技術面）
研修等の教育機能

IPA
第三者機関

第三者機
関の有す
る機能

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング

〈図表3〉第三者機関（地方部における第三者機関を除く）と
中央政府の関係性
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わ
が
国
第
三
者
機
関
の
在
り
方

　

こ
こ
ま
で
、
3
カ
国
の
第
三
者
機
関
に

つ
い
て
比
較
を
行
っ
て
き
た
（
図
表
2
、

3
）。
わ
が
国
に
お
け
る
将
来
的
な
課
題

と
し
て
は
、
専
門
家
集
団
に
よ
る
案
件
支

援
や
研
修
な
ど
の
理
解
促
進
、
統
一
的
な

基
準
策
定
、
事
業
の
妥
当
性
の
検
証
ま
で

を
行
う
こ
と
が
で
き
、
ヒ
ト
、
カ
ネ
が
発

注
機
関
か
ら
独
立
し
た
第
三
者
機
関
を
設

け
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

こ
う
し
た
機
能
を
持
つ
第
三
者
機

関
の
設
置
に
関
し
、
現
状
の
第
三
者

機
関
で
あ
る
P
F
I
推
進
機
構
は
法

令
上
も
時
限
的
な
期
間
の
組
織
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
当
該
機
構
の
人
員
体

制
や
役
割
を
大
幅
に
拡
大
す
る
こ
と

は
難
し
い
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、

別
の
第
三
者
機
関
を
構
築
す
る
場
合

も
相
当
程
度
の
時
間
が
必
要
と
な
る

こ
と
が
想
定
さ
れ
、
現
実
的
で
は
な

い
と
考
え
る
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
ま
ず
は
中
央
政

府
に
お
い
て
、
発
注
者
で
も
受
注
者

で
も
な
い「
中
立
な
第
三
者
的
立
場
」

が
強
固
な
機
関
を
設
け
る
こ
と
が
現

時
点
で
は
有
効
と
考
え
る
。
本
稿
で

は
以
下
の
2
点
に
つ
い
て
、
現
状
の

改
善
策
を
提
起
し
、
図
表
4
の
よ
う

な
事
業
検
討
フ
ロ
ー
を
実
現
し
、
質
の
高

い
官
民
連
携
事
業
が
拡
大
す
る
こ
と
を
期

待
し
た
い
。

　
（
1
）
P
P
P
／
P
F
I
推
進
室
の
見

直
し

　

1
点
目
は
P
P
P
／
P
F
I
推
進
室

の
組
織
改
編
で
あ
る
。

　

現
在
、
P
P
P
／
P
F
I
推
進
室
は

内
閣
府
に
あ
る
が
、
財
務
省
（
各
省
庁
が

公
共
事
業
な
ど
を
実
施
す
る
場
合
の
予
算

査
定
を
行
う
）
と
は
密
接
な
関
連
性
が
な

い
。

　

そ
こ
で
、
予
算
配
分
の
可
能
性
を
検
討

す
る
省
庁
に
P
P
P
／
P
F
I
推
進
室

を
移
管
し
、
各
省
庁
が
発
注
者
と
な
る
事

業
に
つ
い
て
予
算
と
連
動
し
な
が
ら
、「
そ

も
そ
も
公
共
事
業
と
し
て
」
実
施
す
る
こ

と
の
妥
当
性
を
検
討
し
た
上
で
、
手
法
論

と
し
て
官
民
連
携
事
業
の
妥
当
性
を
検
証

で
き
る
と
考
え
る
。

　

ま
た
、
P
P
P
／
P
F
I
推
進
室
の

構
成
に
つ
い
て
も
、
官
側
の
出
向
者
の
大

部
分
は
国
土
交
通
省
で
、
会
計
的
な
側
面

に
つ
い
て
必
ず
し
も
十
分
な
ノ
ウ
ハ
ウ
を

持
っ
た
省
庁
の
職
員
が
い
る
と
は
限
ら
な

い
こ
と
も
課
題
だ
ろ
う
。
今
後
は
、会
計
・

金
融
面
か
ら
も
個
別
の
事
業
の
安
定
性
を

継
続
で
き
る
か
に
つ
い
て
、
一
定
の
判
断

が
で
き
る
者
を
配
置
し
、
各
自
治
体
か
ら

の
問
い
合
わ
せ
に
も
一
定
程
度
対
応
で
き

る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　
（
2
）
中
立
的
機
能
の
強
化

　

2
点
目
は
、
中
央
政
府
に
よ
る
統
一
的

な
基
準
の
策
定
な
ど
に
よ
る
中
央
政
府
の

中
立
的
な
機
能
の
強
化
で
あ
る
。

　

例
え
ば
、
導
入
可
能
性
調
査
に
お
け
る

V
F
M
算
定
に
お
い
て
は
、
民
間
活
力
を

採
用
し
た
場
合
の
事
業
費
の
「
削
減
率
」

と
現
在
価
値
換
算
す
る
場
合
の「
割
引
率
」

が
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。
し
か
し
、
日
本
で

は
統
一
的
・
中
立
的
な
指
標
は
な
く
、
実

態
と
し
て
も
発
注
者
か
ら
委
託
を
受
け
た

民
間
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が
自
社
の
ノ
ウ

ハ
ウ
に
基
づ
き
設
定
を
し
て
お
り
、
発
注

者
の
意
向
が
強
く
働
く
可
能
性
も
ゼ
ロ
と

は
言
い
切
れ
な
い
。

　

今
後
は
①
中
央
政
府
が
一
定
の
ト
ラ
ッ

ク
レ
コ
ー
ド
（
実
績
）
を
踏
ま
え
割
引
率
、

削
減
率
と
い
っ
た
指
標
を
中
立
的
な
立
場

か
ら
作
成
す
る
②
一
定
規
模
以
上
の
案
件

に
つ
い
て
、
統
一
的
な
指
標
・
基
準
に
基

づ
き
、
中
央
政
府
に
よ
り
中
立
的
に
導
入

可
能
性
調
査
を
行
う
─
こ
と
が
必
要
だ
。

こ
の
②
統
一
的
な
導
入
可
能
性
調
査
の
際

に
使
用
す
る
指
標
を
①
の
中
立
的
な
指
標

と
す
る
こ
と
で
、
①
の
指
標
の
拘
束
力
と

普
及
性
が
一
層
担
保
で
き
る
だ
ろ
う
。
さ

ら
に
副
次
的
な
効
果
と
し
て
は
、
発
注
者

が
個
別
に
導
入
可
能
性
調
査
の
予
算
を
確

保
す
る
必
要
が
な
く
な
り
、
発
注
者
の
労

力
が
縮
減
で
き
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

他
方
で
、
こ
の
よ
う
な
業
務
を
行
う
場

合
は
、
現
状
の
人
員
で
は
対
応
す
る
こ
と

が
困
難
で
あ
る
た
め
、（
1
）
の
P
P
P

／
P
F
I
推
進
室
の
見
直
し
の
際
に
所

管
替
え
・
体
制
再
考
の
検
討
だ
け
で
は
な

く
、
人
員
数
を
拡
大
す
る
こ
と
が
必
要
だ

ろ
う
。

サービス向上と財政健全化の実現

具体的な事業
条件の検討

OK

OK

官民連携事業としての是非

公共事業としての是非

検
討
の
進
捗

一定規模以上案件は統一的な
組織による導入可能性調査
（一定規模未満は発注者による
 導入可能性調査）

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティング

〈図表4〉見直し後の事業検討のイメージ
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【
筆
者
紹
介
】

　

森
下
美
苗
（
も
り
し
た
・
み
な
え
）
京

都
大
経
卒
。
文
部
科
学
省
で
学
校
法
人
の

税
制
改
正
、
高
校
教
育
制
度
改
革
、
文
教

施
設
に
お
け
る
P
P
P
／
P
F
I
、
コ

ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
制
度
の
導
入
に
関
す
る
検

討
な
ど
に
従
事
し
、
現
職
。
専
門
は
官
民

連
携
、
教
育
制
度
、
学
校
法
人
制
度
な
ど
。

　

川
﨑
昌
和
（
か
わ
さ
き
・
ま
さ
か
ず
）

京
都
大
大
学
院
工
学
研
究
科
修
了
。
三
和

総
合
研
究
所
（
現
三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ

＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
）
入
社
。
以
降
、

都
市
計
画
・
ま
ち
づ
く
り
分
野
、
官
民
連

携
分
野
に
従
事
。

　

本
橋
直
樹
（
も
と
は
し
・
な
お
き
）
京

都
大
大
学
院
工
学
研
究
科
修
了
。
国
土
交

通
省
、
総
合
商
社
を
経
て
、
現
職
。
国
内

の
P
P
P
／
P
F
I
や
五
輪
・
パ
ラ
リ

ン
ピ
ッ
ク
関
係
の
調
査
研
究
・
コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ
業
務
の
ほ
か
、
海
外
の
都
市
開

発
案
件
な
ど
に
も
従
事
。

　

馬
場
康
郎
（
ば
ん
ば
・
や
す
お
）
京
都

大
法
卒
。
財
務
省
で
公
会
計
改
革
、
海
外

経
済
調
査
な
ど
に
従
事
し
た
後
、
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
フ
ァ
ー
ム
を
経
て
現
職
。
専

門
は
、
行
財
政
改
革
、
官
民
連
携
、
税
・

財
政
・
社
会
保
障
な
ど
。


